
事 業 概 況 （6月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

  平成 26年度労災保険業務機械処理の平成26年 6月末現在における保険給付支払総額は219,212,832千円で、前年同期

に比べて0.6％増となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が122,451,014千円で55.9％と最も大きく、次いで療養

補償給付が 58,981,684 千円で 26.9％を占めている。以下、休業補償給付が 11.8％、障害補償一時金が 3.5％、遺族補償

一時金が0.9％、介護補償給付が0.8％、葬祭料が0.2％、二次健康診断等給付が0.1％を占めている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が16.5％増、遺族補償一時金が8.8％

増、療養補償給付が5.6％増、葬祭料が2.0％増、休業補償給付が0.2％増となっているのに対し、障害補償一時金が2.5％

減、年金等給付が1.4％減、介護補償給付が1.1％減となっている。（第１表） 

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

　　　　　区　分 平成25年度 25年6月末 平成26年度 26年6月末

対前年同 対前年同

 保険給付 期増減率 期増減率

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 217,856,396 100.0 △ 0.9 219,212,832 100.0 0.6

療 養 補 償 給 付 55,860,098 25.6 1.3 58,981,684 26.9 5.6

休 業 補 償 給 付 25,736,216 11.8 △ 1.1 25,783,040 11.8 0.2

障 害 補 償 一 時 金 7,830,298 3.6 1.4 7,634,450 3.5 △ 2.5

遺 族 補 償 一 時 金 1,776,037 0.8 △ 15.6 1,931,868 0.9 8.8

葬 祭 料 532,353 0.2 △ 9.2 543,009 0.2 2.0

介 護 補 償 給 付 1,706,513 0.8 0.1 1,687,224 0.8 △ 1.1

年 金 等 給 付 124,242,711 57.0 △ 1.6 122,451,014 55.9 △ 1.4

二 次 健 康 診 断 等 給 付 172,172 0.1 2.0 200,542 0.1 16.5

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

第 １ 表 給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

 (注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が65,843,196千円で30.0％、「その他の事業」が57,364,185

千円で26.2％、「製造業」が55,589,669千円で25.4％となっている。以下、「運輸業」が10.6％、「鉱業」が4.9％、「林

業」が2.0％、「漁業」が0.4％、「船舶所有者の事業」が0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.2％となって

いる。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「船舶所有者の事業」が5.4％増、「運輸業」が3.6％増、「その

他の事業」が 2.8％増となっているのに対し、「林業」が 4.8％減、「鉱業」が 4.6％減、「電気、ガス、水道又は熱供給の

事業」が2.4％減、「漁業」が1.0％減、「建設事業」及び「製造業」が0.2％減となっている。（第２表） 



　　　　　区　分 平成25年度 25年6月末 平成26年度 26年6月末

対前年同 対前年同

　　業　種 期増減率 期増減率

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全　 　業 　　種 217,856,396 100.0 △ 0.9 219,212,832 100.0 0.6

林　　  　　　業 4,608,779 2.1 △ 6.1 4,388,827 2.0 △ 4.8

漁　　　  　　業 827,845 0.4 2.8 819,279 0.4 △ 1.0

鉱　　　  　　業 11,167,313 5.1 △ 5.7 10,648,403 4.9 △ 4.6

建　 設　 事　 業 66,007,677 30.3 △ 1.4 65,843,196 30.0 △ 0.2

製　 　造　 　業 55,696,781 25.6 △ 2.7 55,589,669 25.4 △ 0.2

運　 　輸　 　業 22,501,116 10.3 0.3 23,300,976 10.6 3.6
電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
546,178 0.3 23.8 533,143 0.2 △ 2.4

そ の 他 の 事業 55,812,819 25.6 2.5 57,364,185 26.2 2.8

船舶所有者の事業 687,889 0.3 2.9 725,155 0.3 5.4

第 ２ 表 業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 65,620,932 千円で 53.6％と最も大きく、次いで

障害補償年金が46,491,494千円で38.0％、傷病補償年金が10,338,588千円で8.4％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が40,991,234千円で33.5％、「製造業」が35,337,014千

円で28.9％、「その他の事業」が22,103,150千円で18.1％となっている。以下、「運輸業」が10.4％、「鉱業」が6.4％、

「林業」が2.0％、「漁業」が0.5％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.1％とな

っている。（第３表） 

平成26年度　26年6月末現在

　　　　 区　分 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合      計

 業　種 年       金 年       金 年       金 （年金等給付）

千円 千円 千円 千円 ％

全　 　業 　　種 46,491,494 65,620,932 10,338,588 122,451,014 100.0

林　　  　　　業 720,798 1,622,055 116,769 2,459,622 2.0

漁　　　  　　業 135,541 417,955 12,709 566,204 0.5

鉱　　　  　　業 734,708 5,133,491 1,973,212 7,841,411 6.4

建　 設　 事　 業 13,424,609 23,657,214 3,909,411 40,991,234 33.5

製　 　造　 　業 17,839,037 15,539,726 1,958,251 35,337,014 28.9

運　 　輸　 　業 4,725,325 7,319,630 655,725 12,700,680 10.4

電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
82,620 232,409 20,365 335,394 0.3

そ の 他 の 事業 8,810,712 11,610,353 1,682,085 22,103,150 18.1

船舶所有者の事業 18,145 88,098 10,060 116,303 0.1

構　成　比 38.0% 53.6% 8.4% 100.0% －

構成比

第 ３ 表 業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

 

(注 1) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。 

(注 2) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 3) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 

 



保 険 料 

 

  平成 26年度労災保険業務機械処理の平成26年 6月末現在における保険料徴収決定済額は105,641,058千円で、前年同

期に比べて2.0％減となっている。保険料収納済額は31,296,088千円で、前年同期に比べて13.3％増となっている。また、

収納率についてみると29.6％となっており、前年同期に比べて4.0ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 52,361,085 千円で 49.6％と最も大きく、次いで、「そ

の他の事業」が27,102,335千円で25.7％、「製造業」が14,663,381千円で13.9％を占めている。以下、「運輸業」が8.0％、

「船舶所有者の事業」が1.4％、「林業」が0.7％、「鉱業」が0.6％、「漁業」が0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の

事業」が0.0％となっている。（第４表） 

区　分

平成25年度 平成26年度 平成25年度 平成26年度 平成25年度平成26年度

業　種 25年6月末 26年6月末 25年6月末 26年6月末 25年6月末 26年6月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全　 　業 　　種 107,833,968 105,641,058 100.0 △ 2.0 27,616,592 31,296,088 100.0 13.3 25.6 29.6

林　　  　　　業 692,209 701,000 0.7 1.3 275,141 318,046 1.0 15.6 39.7 45.4

漁　　　  　　業 409,980 271,193 0.3 △ 33.9 48,744 62,670 0.2 28.6 11.9 23.1

鉱　　　  　　業 680,436 587,468 0.6 △ 13.7 83,677 60,262 0.2 △ 28.0 12.3 10.3

建　 設　 事　 業 47,043,071 52,361,085 49.6 11.3 13,122,911 15,547,145 49.7 18.5 27.9 29.7

製　 　造　 　業 14,773,219 14,663,381 13.9 △ 0.7 2,512,573 2,925,722 9.3 16.4 17.0 20.0

運　 　輸　 　業 9,139,095 8,489,753 8.0 △ 7.1 1,096,700 1,102,573 3.5 0.5 12.0 13.0

電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
223,058 22,360 0.0 △ 90.0 10,983 10,306 0.0 △ 6.2 4.9 46.1

そ の 他 の 事業 33,229,459 27,102,335 25.7 △ 18.4 10,233,207 10,999,844 35.1 7.5 30.8 40.6

船舶所有者の事業 1,643,441 1,442,484 1.4 △ 12.2 232,656 269,522 0.9 15.8 14.2 18.7

収　納　率

構 成 比

対 前 年
同 期

増 減 率

構 成 比

対 前 年
同 期

増 減 率

第 ４ 表 業 種 別 保 険 料 徴 収 状 況

保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 


